
 

鎌倉市次世代育成支援対策協議会設置要綱 

（設置及び目的） 

第１条 市民が安心して子どもを生み育てることができ、子どもが心身ともに健やかに育

つことができる環境を整備するための次世代育成支援対策に関し、市民や専門家等の意

見を広く反映させることを目的として、次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120

号）第21条に基づき鎌倉市次世代育成支援対策協議会（以下「協議会」という。）を設

置する。 

（組織） 

第２条 協議会は、市長が委嘱する委員20人以内をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験のある者その他市長が適当と認める者のうちから市長が委嘱する。 

（委員の任期） 

第３条 委員の任期は、委嘱をした日から平成22年３月31日までとする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 協議会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、協議会の会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 協議会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

（会議の公開） 

第６条 協議会の会議は公開とする。ただし、委員長が公開することを不適当と認めると

きはこの限りでない。 

（幹事） 

第７条 協議会に、幹事15人以内を置く。 

２ 幹事は、市職員のうちから市長が任命する。 

３ 幹事は、次世代育成支援対策について委員を補佐する。 

（事務局） 

第８条 協議会の事務局は、こどもみらい課、保育課、こども相談課及び市民健康課が担

当する。 

（次世代育成団体別懇談会） 

第９条 市は、次世代育成についての意見を求めるため、事業主などが組織する地域協議

会と次世代育成団体別懇談会を実施し、必要な連携を図っていくものとする。 

（その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に必要な事項は別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成16年４月12日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成17年９月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

 


